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○茨木市立図書館条例施行規則 

 
平成４年３月19日    
茨木市教育委員会規則第３号 
茨木市立図書館規則（昭和47年茨木市教育委員会規則第14号）の全部を改正する。 

目次 
第１章 総則（第１条） 
第２章 図書館奉仕 
第１節 通則（第２条―第４条） 
第２節 個人貸出し（第５条―第８条） 
第３節 団体貸出し（第９条―第11条） 
第４節 視聴覚資料（第12条・第13条） 
第５節 移動図書館（第14条・第15条） 

第３章 図書館資料の寄贈及び寄託（第16条・第17条） 
第４章 富士正晴記念館（第18条―第21条） 
第５章 雑則（第22条―第29条） 
附則 

第１章 総則 
（趣旨） 

第１条 この規則は、茨木市立図書館条例（昭和47年茨木市条例第41号）の規定に基づき、茨木市
立図書館（以下「図書館」という。）の運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

第２章 図書館奉仕 
第１節 通則 

（事業） 
第２条 図書館は、図書館法（昭和25年法律第118号）第３条の規定に基づき、次の事業を行う。 
(1) 図書館資料の収集、整理及び保存 
(2) 個人貸出し及び団体貸出し 
(3) 時事に関する情報及び参考資料の提供 
(4) 地方行政資料の収集及び提供 
(5) 郷土資料の収集及び提供 
(6) 視聴覚資料の収集及び提供 
(7) 調査研究の援助 
(8) 学校、博物館、公民館、研究所等との連絡及び協力 
(9) 他の図書館との図書館資料の相互貸借 
(10) 学校図書館への資料提供及び協力 
(11) 読書団体等との連絡及び協力並びに団体活動の促進 
(12) 読書案内及び読書相談 
(13) 読書会、研究会、講演会、鑑賞会、映写会、展示会等の主催及び奨励 
(14) 館報その他資料の発行及び頒布 
(15) 分室の運用 
(16) 移動図書館の運営 
(17) 障害等のために図書館利用が困難な者に対する図書館サービス 
(18) その他図書館の目的達成のために必要な事業 
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（開館時間及び休館日） 

第３条 図書館の開館時間は、次のとおりとする。 
区分 開館時間 

中央図書館 土曜日、日曜日、毎月第１月曜日、祝
日、12月28日 

午前９時30分から午後５時まで 

火曜日、水曜日、木曜日、金曜日 午前９時30分から午後８時まで 
分館 土曜日、日曜日、月曜日、祝日、12月

28日 
午前９時30分から午後５時まで 

水曜日、木曜日、金曜日 午前９時30分から午後８時まで 
備考 「祝日」とは、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日をいう。
次項において同じ。 

２ 図書館の休館日は、次のとおりとする。 
区分 休館日 

中央図書館 月曜日（毎月第１月曜日及び祝日
は除く。）、月曜日が祝日の場合
の翌々日（その日が祝日の場合は、
その翌日） 

12月29日から翌年
１月４日まで 

図書点検のための
期間（７日以内） 

分館 火曜日（祝日は除く。）、火曜日
が祝日の場合の翌々日（その日が
祝日の場合は、その翌日） 

12月29日から翌年
１月４日まで 

図書点検のための
期間（７日以内） 

３ 前２項の規定にかかわらず、茨木市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が必要と認め
たときは、開館時間及び休館日を変更し、又は臨時に休館することができる。この場合には、そ
の旨を図書館前に掲示するなど周知を図るものとする。 
（利用の制限） 

第４条 中央図書館長（以下「館長」という。）は、次に掲げる行為を行う者に対して、図書館資
料及び施設の利用を禁止することができる。 
(1) 公の秩序又は善良な風俗をみだす行為 
(2) 営利を目的とする行為 
(3) 他人の迷惑になる行為 
(4) その他図書館の管理運営上支障のある行為 

第２節 個人貸出し 
（貸出手続） 

第５条 図書館が発行し、交付した利用カード（様式第１号）を所持する者は、図書館資料を借り
受けることができる。 

２ 前項の利用カードは、本市に居住する者又は本市に通勤若しくは通学する者で、利用カード申
込書（兼記載事項変更届）（様式第２号）により貸出登録した者に交付する。ただし、館長が特
に必要と認めた場合は、この限りでない。 
（利用カードの紛失等） 

第６条 利用カードを紛失したときは、速やかにこれを届け出なければならない。 
２ 利用カードは、他人に使用させてはならない。 
３ 利用カードが登録者以外の者によって使用され、損害が生じた場合には、当該登録者本人はそ
の責めを負わなければならない。 
（図書の貸出冊数及び貸出期間） 

第７条 図書の貸出冊数は、未返納の図書を含め中央図書館、分館、分室及び移動図書館を合わせ
て20冊以内とし、貸出期間は、15日以内とする。ただし、館長が特に必要と認めたときは、その
冊数及び期間を別に指定することができる。 
（図書館資料の貸出停止） 

第８条 図書館資料を返納期日までに返納しなかった者に対し、館長は状況により一定期間資料の
貸出しを停止することができる。 
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第３節 団体貸出し 
（貸出手続） 

第９条 図書館が交付した団体貸出許可証（様式第３号）を所持する者は、図書館資料を借り受け
ることができる。 

２ 前項の団体貸出許可証は、市内の事業所、機関又は団体等（以下「団体等」という。）で団体
貸出申込書（様式第４号）により許可したものに交付する。 
（図書の貸出冊数及び貸出期間） 

第10条 貸出冊数及び貸出期間については、団体等の実情に応じて、館長が別に定める。 
（団体貸出許可証の紛失及び図書館資料の貸出停止） 

第11条 団体貸出許可証の紛失及び図書館資料の貸出しの停止については、第６条及び第８条の規
定をそれぞれ準用する。 

第４節 視聴覚資料 
（貸出期間及び貸出数量） 

第12条 コンパクトディスク、ビデオテープ、複製画等の視聴覚資料の貸出期間並びに未返納の視
聴覚資料を含め中央図書館、分館、分室及び移動図書館を合わせた貸出数量は、次のとおりとす
る。ただし、館長が特に必要と認めた場合は、この限りでない。 

資料 期間 数量 
コンパクトディスク、カセッ
トテープ 

15日以内 ８点以内 

ビデオテープ 15日以内 ４点以内 
複製画 30日以内 １点 
その他の資料 館長指定 館長指定 
（貸出手続等） 

第13条 視聴覚資料については、第５条第１項に規定する者であって、本市に居住する者又は本市
に通勤若しくは通学する者に対する貸出しに限る。 

２ 視聴覚資料の貸出手続等については、第５条及び第８条の規定を準用する。この場合において、
第５条第１項及び第８条中「図書館資料」とあるのは、「視聴覚資料」と読み替えるものとする。 

第５節 移動図書館 
（移動図書館） 

第14条 図書館に移動図書館を置く。 
（巡回日及び場所） 

第15条 移動図書館の巡回日及び場所については、館長が別に定める。 
２ 館長は、天候の不良等により巡回が適当でないと認めたときは、巡回を中止することができる。 

第３章 図書館資料の寄贈及び寄託 
（資料の寄贈） 

第16条 図書館は、図書館資料の寄贈を受けることができる。 
（資料の寄託） 

第17条 図書館は、図書館資料の寄託を受けることができる。 
２ 寄託資料は、図書館資料と同様の取扱いをする。 
３ 図書館は、寄託資料が天災その他の不可抗力によって滅失又は損傷したときは、その責めを負
わない。 

第４章 富士正晴記念館 
（事業） 

第18条 富士正晴記念館（以下「記念館」という。）は、次の事業を行う。 
(1) 記念館に係る資料等（以下「資料等」という。）の保存及び整理に関すること。 
(2) 資料等の調査及び研究に関すること。 
(3) 資料等の展示及び閲覧に関すること。 
(4) 富士正晴氏に関する資料の収集に関すること。 
(5) 講演会等の企画及び運営に関すること。 
(6) 前各号に掲げるもののほか、記念館の運営に必要な事業 
（開館時間） 

第19条 記念館の開館時間は、午前９時30分から午後５時までとする。 
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（資料の館外貸出し） 

第20条 資料の館外貸出しは、原則として行わない。ただし、館長が適当と認めるときは、この限
りでない。 

２ 資料の館外貸出しを受けようとする者は、あらかじめ館外貸出許可申請書（様式第５号）を館
長に提出し、その許可を受けなければならない。 

３ 資料の館外貸出しを許可したときは、館外貸出許可書（様式第６号）を交付する。 
（準用） 

第21条 記念館の休館日及び休館日の変更等については第３条第２項及び第３項、利用の制限につ
いては第４条、図書館資料の寄贈及び寄託については第３章の規定をそれぞれ準用する。 

第５章 雑則 
（駐車場の使用時間） 

第22条 茨木市立図書館の駐車場（以下「駐車場」という。）の使用時間は、次のとおりとする。 
(1) 中央図書館駐車場 午前０時から午後12時まで（地下駐車場の部分については、中央図書館
の開館時間とする。） 

(2) 水尾図書館駐車場 午前０時から午後12時まで 
（駐車場の一時使用） 

第23条 駐車場を一時使用しようとする者は、次に掲げる駐車場における車両の駐車方式の区分に
応じ、当該各号に定める方法により、駐車場使用料を納付しなければならない。 
(1) 車両を入場させる際に駐車場入口に設置されたゲートが開き、車両を出場させる際に当該ゲ
ートが開く車両の駐車方式 車両を入場させる際に一時駐車券（様式第７号）の交付を受け、
車両を出場させる際に駐車場使用料を納付する方法 

(2) 車両を入場させ、駐車した際に駐車場所に設置されたフラップ板が起き上がり、車両を出場
させる際に当該フラップ板が下がる車両の駐車方式 車両を出場させる際に駐車場使用料を
納付する方法 

（駐車場使用料の減免） 
第24条 条例第10条の規定により駐車場使用料を減額し、又は免除する場合及びその額は、次の各
号に定めるところによる。 
(1) 茨木市駐車場条例施行規則（平成17年茨木市規則第48号）第13条第１項第１号に掲げる事項
に該当するとき 免除 

(2) 本市が車両を駐車するとき 免除 
(3) 国又は地方公共団体が業務に使用する車両を市に関連した用務のため駐車するとき 免除 
(4) 行政委員会の委員、非常勤の監査委員、審議会等の委員その他これらの者に相当する職にあ
る者又は市が開催する会議等、市に事務局を置く公益的な活動を行っている団体若しくは市が
参画している実行委員会等の構成員である者がその職務を遂行するため、市又は当該団体若し
くは実行委員会等の求め（文書によるものに限る。）に応じて来館し、駐車するとき 免除 

(5) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項に規定する身体障害者手帳の交付
を受けている者が駐車するとき ５割 

(6) 療育手帳（知的障害者の福祉の増進を図るため、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第12
条第１項に規定する児童相談所又は知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）第９条第５項に
規定する知的障害者更生相談所において知的障害があると判定された者に対し、都道府県知事
又は地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第１項に規定する指定都市の長から交付
される手帳で、障害の程度その他の事項の記載があるものをいう。）の交付を受けている者が
駐車するとき ５割 

(7) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第45条第２項に規定す
る精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者が駐車するとき ５割 

２ 前項の規定にかかわらず、最初の30分以内の駐車場使用料については、茨木市駐車場条例施行
規則第13条第１項第５号の例により取り扱うものとする。 

３ 第１項第５号から第７号までに規定する者（以下この項及び次項において「障害者」という。）
を介護する者（次項において「介護者」という。）が障害者を介護するために駐車する場合（当
該障害者が同乗又は同伴している場合に限る。）の駐車場使用料の減額については、第１項第５
号から第７号までの規定を準用する。 
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４ 第１項第５号から第７号までの規定により駐車場使用料の減額を受けようとする障害者（介護
者を含む。）は、車両を出場させる前に、身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手
帳を館長に提示し、又は駐車場使用料を納付する際に、茨木市駐車場条例施行規則第13条第４項
に規定する減免者等駐車場専用カードを精算機に挿入しなければならない。 
（駐車券の紛失の届出等） 

第25条 駐車場の使用者は、交付を受けた一時駐車券を紛失したときは、直ちにその旨を教育委員
会に届け出なければならない。 

２ 一時駐車券を紛失した場合において入場日時が確認できないときは、第22条に規定する駐車場
の使用開始時刻に入場があったものとみなす。 
（駐車場使用者の義務） 

第26条 駐車場の使用者は、条例に定めるもののほか、次に掲げる義務を履行しなければならない。 
(1) 駐車場内で喫煙及び飲食をしないこと。 
(2) 車両の通行は、通行標識に従うこと。 
(3) 駐車車両の盗難等防止のため、必要な措置を確実に講じること。 
(4) その他職員の指示に従うこと。 
（長期駐車車両等） 

第27条 館長は、駐車場に正当な理由もなく長期に駐車している車両（以下この項において「長期
駐車車両」という。）の使用者、所有者その他の長期駐車車両の引取義務を有する者に当該長期
駐車車両の引取りを請求することができる。 

２ 駐車場内における車両間の事故又は車両による事故について、教育委員会はその責めを負わな
いものとする。 
（損害賠償） 

第28条 条例第11条に規定する弁償は、利用者における原状回復又は相当の現品をもってこれに代
えることができる。 
（委任） 

第29条 この規則の施行について必要な事項は、教育長が別に定める。 
  附 則（抄） 
 この規則は、平成４年４月１日から施行する。 
(施行期日) 

 この規則は、平成29年７月１日から施行する。 
 (施行期日) 
 この規則は、元号を改める政令の施行の日から施行する。 


